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研究要旨：

食品由来感染症における原因物質である細菌やウイルスが保有する病原体情報、すなわ

ち分子疫学解析から得られる遺伝子情報は、疫学情報とともに、流行株を把握し、感染源

を究明し、感染拡大を阻止する上で重要である。実際の感染症対策および施策にあたって

は当該病原体情報を効率よく効果的に共有することが肝要である。腸管出血性大腸菌（ ）

に関し、パルスフィールドゲル電気泳動（ ）、 （ ）および

（ ）の各解析法について検討、

データベースの構築、精度評価などを行った。現在地方衛生研究所（地衛研）において最

も活用されている方法は であった。精度管理の実施から判定に影響するエキストラバ

ンドの存在が明らかとなった。判定補助のため、エキストラバント泳動像に係る情報をハ

ンドブックとしてとりまとめた。 については、 年前に比べて実施する地衛研が多少

増加傾向にあった。上記 手法からの病原体情報は、各地域もしくは全国的な広域株の把

握、集団事例への対応などに活用された。広域株に関する情報共有は電子メールによる回

覧および食中毒調査システム 掲示板など活用した。

ウイルスでは、 から発展させた下痢症ウイルス分子疫学データベースツールで

ある、 （ ）の改良、安定稼働を推し進めた。これまでに約 万件超のデー

タを収集、 等データバンクからのサブデータバンクを構築した。 へのリンク

を通じて の活用を可能とした。ロタウイルス による新規

解析法、自動判定ソフトウェアを開発した。同システムをウェブ上で稼働させる

を構築した。
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（国立感染症研究所）および各地方衛生研

究所等関係者 （各研究分担報告書を参照）

グループ２：

片山和彦 （北里大学）

三瀬敬治 （札幌医科大学）

研究目的

食品由来感染症において、細菌では腸管

出血性大腸菌（ ）などが、ウイルスで

はノロウイルスなどが毎年流行を繰り返し

ている。これらの病原体には多様なバリア

ントが存在し、その流行型は毎年変化して

いる。本研究では分子疫学解析の開発・評

価・精度管理、当該解析法に基づく病原体

情報の収集およびデータベース化、ならび

に当該病原体情報の効率的、効果的な共有

化を行うためのシステムの開発を柱として

いる。本研究によって流行株の把握、なら

びに広域事例における感染源の究明及び感

染拡大の防止に貢献することを目指してい

る。

研究方法

対象となる病原体別に本研究班を 細菌、

ウイルスの二グループに分け、それぞれ

の班を中心に病原体検査法の開発、評価及

びネットワークの構築を行う。各グループ

での研究方法について以下に述べる。

細菌グループ； 日本全国の地方衛生

研究所（地研）を６ブロックに分け、各ブ

ロック内の地研で分離菌株（腸管出血性大

腸菌 等）に対する 解析及び

については （ ）の

精度管理を継続した。 平成 年度に立

ち上げた サーバーの環境整備

を継続した。 の オンラ

インデータベースに関しては、平成 年度

より厚生労働科学研究事業で構築してきた

データベースを基盤に、サーバーの改修、

データの拡充を行った。 分担研究者の統

括ブロックにおいて、発生事例に応用した

或いは 法によるデータベース構築

を検討もしくは継続した。さらに、データ

ベースを活用して集団発生事例等に対応し

た。 、 、 に関して

（ ）による解

析の運用を検討した。平成 年度はさらに

、 、 、 、 の 血清群

を追加した。 、 、 法で得

られた結果を迅速に共有するため、電子メ

ール配信および食中毒調査システム（ ）

掲示板を使用した。 分子疫学解析

の手法について、地衛研における実施状況

を把握するためのアンケートを実施した。

 

ウイルスグループ；

共同研究者より提供されたユニークな

パターンを示したロタウイルス陽

性便検体を用いた。便検体から ％ 懸

濁液を調製し、 （

） お よ び

（ ）を使用して

ウイルス の抽出を行った。マイクロチ

ップ電気泳動装置 における泳動は、

ポリマーキットを用いて行った。得

ら れ た バ ン ド パ タ ー ン の 画 像 と

（泳動波形とピーク位置

が示されたグラフ）の蓄積を行った。すべ

ての検体について、次世代シーケンスシス

テムを用いたウイルスゲノムの塩基配列解

析を行い、遺伝子型を決定してパターンラ

イブラリーに蓄積した。相関値の算出は、
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泳動パターンの長鎖部分（上部）、中鎖部

分 中部 、短鎖部分（下部）に分け、

のフィッティング処理を

行った後、その相関係数をそれぞれ算出し

た。

最終年度のβテストは、研究協力者の所

有するロタウイルス陽性便検体を用いて

とバンドパターンによる流行株分

類法を検証した。検体は、 地域より 検

体、 地域より 検体、 地域より 検体

の合計 検体を用いて β テストランを行

った。便検体から ％ 懸濁液を調製し、

（ ）

および （

）を使用してウイルス の抽出

を行った。マイクロチップ電気泳動装置

における泳動は、 ポリマー

キットを用いて行った。得られたバンドパ

ターンの画像を昨年度構築したソフトウェ

アに転送し、型判別を行った。

オンライン下痢症ウイルスデータベース

（ ）の構築、改良及び維持管理

を行う。世界 大遺伝子データベース（ 、

、 ）上に登録された下痢症ウイル

スの塩基配列に関するサブデータバンクを

サーバー内部に構築し、システムの改善を

図る。新規に開発されるロタウイルス遺伝

子型分類ソフトウェアを搭載する。

研究結果

細菌グループ；

１．感染研における研究

平成 年度から開始した

（ ） によるオンラインシステムの

データベースの継続的な運用を行った。平

成 年度から構築を始めた

（ ）データベースについてはサー

バー改修などの作業を進めながらデータベ

ースの維持拡充を行った。平成 年度から

運用を開始した

法については データベース

の構築を行った。平成 年度までは 、

、 の主要 血清群について、平成

年度はさらに 、 、 、 、

の 血清群を追加した。上記システム

を活用し、ブロック代表研究分担者を通じ

た情報収集ならびに電子メールによる回覧、

食中毒調査支援システム（ ）を活用し

た情報共有を行った。本研究の病原体情報

の解析から、集団発生事例関連株によるク

ラスター形成、広域に検出される遺伝子型

すなわち広域型の発生状況、ならびに共通

の感染源が示唆される同一もしくは類似の

遺伝子型を示す菌株のクラスターの存在が

明らかとなった。

２．北海道・東北・新潟ブロック

平成 年度から平成 年度の 年間、

北海道・東北・新潟ブロック内の地方衛生

研究所 施設において、分子疫学的解析手

法の検査精度向上と病原体情報の共有化シ

ステム構築を目的として腸管出血性大腸菌

（ ） の について精度管理を

実施した。秋田県で分離された菌株から毎

年 溶液 種類を作製し、それを共通検

体とした精度管理の結果は、いずれの施設

も全体的には良好な電気泳動像が得られた。

しかし、一部にはエキストラバンドの判定

等に苦慮した施設もあった。施設における

検査担当者の変更も頻繁にあり、検査精度

を一定に保つためには技術の確実な伝承と

精度管理による評価がとても重要であると
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考えられた。また、ブロック内での情報共

有化システム構築の基礎的検討として、平

成 年度は各施設で分離された散発事例

の株、平成 年度は タイプの菌

株の による結果（

コード）を集積し発生パターンを調査した。

秋田県においては、事例の発生の際、迅速

に の結果を行政へ情報

提供を行う体制を構築し、平成 年度には

冷凍メンチカツを感染源とする事例の隣県

との情報共有に役立った。平成 年度には

関東を中心に発生した タイプの

コードと秋田県内において発生した事例

の コードを比較し、所轄の保健所を含め

た関連行政部署と連携体制の構築を検討し

た。

３．関東・甲・信・静岡ブロック

異なる施設で解析した結果を相互に比較

するためには、各施設の検査・解析レベル

が一定以上であることが重要なことから、

腸管出血性大腸菌 共通菌株を用いた

分子疫学解析法の精度管理を行い、各施設

の技術レベルと信頼性向上を図った。

法、 および 法について実施した

結果、すべての施設で良好な結果であった。

の 株を 法と で解析し

た結果、両法の型別能はほぼ同等と考えら

れた。

の実践的プロトコールを作成すると

共に、地方衛生研究所全国協議会で作成し

た腸管出血性大腸菌 ハンドブックに

ついて、執筆協力を行った。また、当該協

議会で実施した 法技術研修会へ、講師

および研修生として参加し、 法普及を

目指した。

アンケート調査を実施した結果、各施設

では分子疫学解析を行政活用した事例を数

多く経験しており、他施設との共同により

広域事例を明らかにした事例も多くあるこ

とが判明した。また関東ブロックの研究協

力施設では、すべての施設が 法と

を実施しており、 法については実施施

設数が年々増加していることが判明した。

【病原体情報の疫学調査への活用例の報

告：千葉県、東京都、横浜市】

４．東海・北陸ブロック

東海・北陸地方 施設（地方衛生研究所、

及び衛生試験所、以下各地研）において、

分 子 疫 学 解 析 法 と し て 、

、 の実施状況調査、

． 精度管理、 ．地域共有デ

ータベース構築を行い、分子疫学解析の解

析精度を高めると共に、地域間でのスムー

ズな情報共有により、 な

どの公衆衛生上の脅威を迅速に把握するシ

ステムの構築を目指した。平成 年度は、

）分子疫学解析の実施状況調査： 及

び は 発生時の分子疫

学解析として実施されている。従って

によるデータ共有は可能と考

えられる。しかし、 については一部の

地研が実施しているにとどまり、 によ

る地域データベース作成は困難であると考

えられた。 ） 精度管理：過半

数の地研で非特異バンドの誤判定または

の増幅不良が見られた。安定した結果

が得られるよう、情報提供などが必要であ

る。 ）地域共有データベース：クラウド型

データベースを用いた の情報

共有を試みた。データベースの活用法など

啓蒙活動が必要である。平成 年度は、）
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分子疫学解析の実施状況調査： 及び

は 発生時の分子疫学

解析として実施されている。従って

によるデータ共有は可能と考

えられる。しかし、 については一部の

地研が実施しているにとどまり、 によ

る地域データベース作成は困難であると考

えられた。 ） 精度管理：すべ

ての地研から予定どおりの 型

が得られた。昨年度多く見られた の増

幅不良は見られなかった。今年度の精度管

理サンプルを昨年度使用した

試薬のロットで試験したところ、 の増

幅が悪く、ロット間差によるものとみられ

た。 ）地域共有データベース：クラウド型

データベースを用いた の情報

共有を試みた。データベースの活用法など

啓蒙活動が必要である。平成 年度は、）

精度管理：最も多く認められ

た誤りは検体①の と の間に

出現するエキストラバンドで、 施設で

（＋）と解釈していた。今回の検体は

量が通常の倍量であったため、全体にバン

ドが太くスメアとなり 検体でバンドの有

無の確認が困難であった施設があった。ま

た、 のバンドが確認できなかった施設

があった。これは試薬のロットによる増幅

効率の違いが強く示唆された。今後、ブロ

ック内の研修会等でフィードバックを行い

たい。 ）地域共有データベース： 月から

運用開始され、腸管出血性大腸菌シーズン

をカバーすることができた。平成 年度は

過去 年間に比べより多くの株数が登録さ

れた。今後、データベースの活用法など啓

蒙活動が必要であると思われる。クラウド

データベースによる情報共有は、データ登

録さえすれば、瞬時にデータ共有でき、管

理者の負担が少ないメリットもあることか

ら、今後の情報共有ツールとして重要であ

ると考えられた。

５．近畿ブロック

地方衛生研究所（地衛研）で必要性が高

いと考えられる腸管出血性大腸菌（ ）

の分子疫学解析について、近畿ブロッ

ク内で共通の遺伝子型別法を使用するため、

法および 法の精

度管理を実施した。また、 の発

生状況や流行菌型を迅速に把握するため、

近畿 データベースの充実と活用を図っ

た。 は、誤判定がみられた年もあった

が、精度管理の実施およびエキストラバン

ド集の情報集約により、エキストラバンド

増幅の存在を認識し慎重に判定することを

徹底できた。近畿 データベースには 年

間で 株の登録があった。分離年に特徴

的で関連性が強く示唆されるタイプがある

一方で、毎年 株以上登録されるような

型もみられた。同一タイプの集積時には、

疫学情報や詳細な遺伝子型別結果を情報交

換することが重要である。 法は、実施

経験の少ない施設で、バンドが不明瞭ある

いは未消化バンドが残るなど自動バンド認

識が困難な場合があり、技術的な課題が残

った。 法よりも解析能力が高く、 法

よりも技術的要因の影響が少ないと考えら

れる 法について、地衛研への導入を検

討すべきである。

６．中国四国ブロック

食品由来感染症の分子疫学解析手法につ

いて、分子疫学解析結果を用いたデータベ

ース構築や広域事例発生時の活用に向け、

平成 年度から 年度に、中四国ブロッ
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クの地方衛生研究所を対象に、腸管出血性

大腸菌 株を用いて、 、 法、

及び 法による精度管理を実施した。

では、多くの施設で良好な結果が得ら

れたが、一部の施設で誤判定が見られた。

これらはバンド位置の確認ミス（本来検出

されるバンドとエキストラバンドの異同判

定ミス）や低分子量側のバンドが薄くなり

バンドの見落とし等が多かった。 法で

も、多くの施設で良好な結果が得られたが、

一部でスメアとなり解析不能となったとこ

ろや、低分子量側のバンドが不明瞭となっ

たところがあった。デンドログラム解析で

は、検査実施者によるバンド位置指定の差

等により、施設間で類似度の順序が異なる

傾向が見られた。 及び 法は、鮮

明で判別可能な泳動像が得られるように技

術を習得・維持し、慎重な解析が必要であ

ると思われた。また、 法では、毎年、

一部の施設でリピート数が異なる遺伝子座

が見られ、今後、その要因を解明するとと

もに、一層の精度向上の必要性を感じた。

また、中四国地域の 感染事例について

分子疫学解析結果等疫学情報を収集して解

析を行った。複数の県で同一の分子疫学解

析結果となる菌株が毎年検出されたが、疫

学情報が少なくそれらの事例間の疫学的な

関連性は、ほとんどが不明であった。有意

義に活用できるデータベースを構築するに

は、精度の高い分子疫学解析結果だけでな

く、有益な疫学情報をいかに取り込むか検

討することも今後の課題と思われる。

７．九州ブロック

九州地区では、 ． による 型別デ

ータベースの運用、 ． 検出状況の解

析、 による集団発生事例の集約、 ．

精度管理及び ． で発生したエキストラ

バンド情報の集約の 項目について取り組

んだ。

九州地区における の 型別の

登録数は平成 年 月 日現在で 件

（平成 年度 件、平成 年度 件、

平成 年度 件、平成 年度 件、平

成 年度 件、平成 年度 件、平成

年度 件及び平成 年度 件）であ

り、毎年 件前後の登録で推移していたが、

平成 年度は の検出数が少なか

ったため減少した。九州地区で平成 ～

年度に収集された は 株であった。

その内訳は、 が 株、 非

が 株及び血清型別不能が 株であ

った。九州地区は 非 の占める比

率が であり、本研究で に加

えて非 の情報収集にも積極的に取り組

んでいる成果が現れているものと思われた。

平成 ～ 年度の 年間の による集団

発生事例は 事例であった。その内訳は、

によるものが 事例で、非

によるものは 事例であった。集団発生事

例は、保育所など、従来から多発している施

設での事例が多い傾向は変わらなかった。精

度管理は 及び について実施した。

では、エキストラバンドがある菌株で

は誤判定も見られた。 では泳動は概ね

良好に行われていたが、一部、制限酵素処理

が不十分な事例が認められた。また、平成

年度の精度管理において、菌株を輸送中

又は保存中に変異したと考えられる事案が

発生した。今後、精度管理に使用する菌株は、

より慎重に選定する必要があると考えられ

た。

８．ブロックアンケート結果
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の分子疫学解析手法 、 およ

び について各地衛研での実施状況をア

ンケート形式で情報収集した。 実施率

は で、このうち（ほぼ）全株試験してい

る地衛研は であった。同様に、 実施

率は （うち全株試験は ）、 実施

率は （うち全株試験は ）であった。

回答総数が から となり、各手法におい

て若干の増減が見られた。 法は実施率

でも実施機関数でも若干の増加が見られた

（それぞれ → 、 → 機関）。

９． エキストラバンド集

の においてはエキストラ

バンドが判定に影響を与えることがある。各

ブロックでの精度管理試験においてもエキ

ストラバンドによって異なる判定結果を得

ることが明らかとなった。各ブロック研究分

担者および研究協力者からエキストラバン

ドに係る泳動像を収集し、「腸管出血性大腸

菌 エキストラバン

ド集」を作成した。本ハンドブックは

の泳動像を含む。

ウイルスグループ；

ロタウイルス（ ）は二本鎖 で構成

される 本の遺伝子分節をゲノムとして

有する。 感染患者の便検体から抽出した

をポリアクリルアミドゲルで電気泳動

（ ）すると、その分子量や二次構

造の違いにより各分節を分離・検出するこ

とが可能である。この泳動パターンは遺伝

子型や株によって異なるため、検体間のウ

イルスの類似性を推定する事も可能である。

我々の保有する検体を用いて、 の

バンドパターンとそれらの遺伝子型との関

連性について検討を行ったところ、 、 、

、 、 、 、 、 の各遺

伝子分節において遺伝子型とバンドパター

ンに明確な関連性が認められた。島津社製

マイクロチップ電気泳動装置 の

によるパターン分類プログラムを

開発し、 流行株を広範かつ簡便に調査す

るシステムを構築した。最終年度には、完

成したマイクロチップ電気泳動装置

によるロタウイルス遺伝子型判定

プログラムのβテストを実施した。

ロタウイルス遺伝子データベースおよび

遺伝子型判定システムを に加え、

新たに として運用するべく

の構築、維持、開発を行った。具

体的には、これまで運用してきたカリシウ

イルスデータベース＆配列検索システムを

新サーバーシステムに移行した。これによ

り、

へのリンク追加後の、データ量の急増と操

作速度向上を実現した。さらにロタウイル

スでは、 泳動パターンフィッティン

グ解析によって算出される相関係数を用いた

株分類ソフトの搭載を実現し、本システムの

βテストを開始した。

考察

食品由来感染症の病因物質である細菌や

ウイルスの病原体情報、すなわち分子疫学解

析によって得られる遺伝子等の情報は、患者

の疫学情報とともに、感染原因究の明や感染

拡大の阻止などの感染症対策を講じるため

に重要な要素である。

分子疫学解析による得られた病原体情報

を具体的な対策に結び付けるために、当該病

原体情報を共有化することも重要な工程の

一つである。
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本研究班においては 上に

て病原体情報のデータベースを利用するシ

ステム、すなわちウイルスでは 、

細菌ではパルスネットの構築および運用を

進めた。また、細菌グループではより迅速か

つ積極的に病原体情報を共有すべく、電子メ

ールおよび 掲示板等などのルートも

情報共有のあり方の一つとして推し進めた。

今後もこれらの情報共有システムを継続的

に運用し、システムの向上につなげることが

重要である。

平成 年度において病原体情報から

全国および各ブロックならびに各自治体に

おいて流行把握ならびに食中毒および行政

指導などの行政対応に結び付いた事例が多

数報告された。報告には単独の自治体による

事例、複数の自治体にまたがる事例など、

様々な事例が含まれた。

事例対応については日頃からの検査体制

および病原体情報の共有化システムの整備

があって初めて可能となるため、継続的な運

用が必要である。

解析手法のアンケートから、現在

の解析において が重要な位置を占

めていることが示唆された。一方で、各ブロ

ックにおける精度管理の結果から泳動像の

判定、エキストラバンドの取り扱いなどに関

して、問題点も指摘された。 について

泳動像の判定精度を向上・維持するため、エ

キストラバンド集を作成した。今後本ハンド

ブックが活用されエキストラバンドに関す

る理解と結果判定の安定化につながること

が期待される。

地衛研では担当者の交代も頻繁にあるた

め、解析技術の精度維持は病原体情報ネット

ワークの構築に不可欠な要素である。そのた

めには、本研究のような継続した精度管理の

運用が必要と考えられる。

を導入したことでよりリアルタイム

に近いサーベイランスが可能になりつつあ

る。 は と同様、結果がデジタル形

式なので情報共有がしやすい。平成 年

月の食品衛生分科会では 解析手法とし

て が取り上げられた。本研究のアンケ

ートでも の実施率には上昇が見られた。

いくつかの地衛研においては が実施さ

れており、今後感染研の結果と照合するとと

もに、データをやり取りすることで病原体情

報の収集ならびに共有化が一層早められる

ことが期待される。

一方で、類似株をまとめた コンプレ

ックスが複雑なものもあった。地域別、型別

の検出状況の整理を行ったが、情報提供の仕

方については今後も検討の余地があると考

える。

ロタウイルス は迅速かつ簡便な

新規解析システムである。本解析法は糞便か

ら直接かつ迅速に泳動パターンを取得し、細

菌の分子疫学解析における 法のように

泳動パターンを比較することでデータベー

ス化を図れる手法である。 を用いる

ことで泳動パターンの安定化およびラボ間

アッセイを可能にした。泳動パターンの解析

ソフトウェアを開発し、基準泳動パターンを

データベースに登録することで実用レベル

の正答率を実現した。

ノロウイルス、サポウイルスなどのカリシ

ウイルスに特化した から、他の下

痢症ウイルス情報も統合した

の構築を進めた。世界３大データベースから

下痢症ウイルスに関する塩基配列データを

自動取得し、サブデータベースを構築するシ
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ステムを開発した。 年 月現在 万

以上のデータを収集した。 とのリン

クを通じて収集した遺伝子配列の解析も可

能とした。

上記ロタウイルス 法による解析

システムをウェブ上に構築し

としてβテストを行った。本システムの稼働

により、ロタウイルスワクチン導入による流

行型の変化等の調査に資することが期待さ

れる。

結論

病原体情報取得のための技術開発、デー

タの蓄積ならびに情報の共有は感染症対策

において必須である。

感染症においては病原体の解析手法

も主要な 種類の技術（ 、 、

法）を含めて多様化してきており、それぞ

れの分解能、利便性、迅速性等の特徴を把

握することは、病原体情報の事例対応への

活用に重要である。

よりリアルタイムに近い事例探知および

解析に向けて、その精度を確保すべく精度

管理およびそれに基づくデータベースの構

築、さらに効果的な情報共有が重要である。

情報共有のあり方も含め、各々の解析手法

に係る各工程において検討および改善を図

っていくことが重要である。

ウイルスの （前 ）

では、データベースの環境整備、操作性の

向上、データキャパシティの大幅な上昇を

達成した。 とのリンクにより、

の利用が可能とな

った。

ロタウイルス解析システムを実装し、

としてβテストを開始した。

当該ロタウイルス株分別法は、異なる施設

間における結果も安定している。異なる地

域で流行しているロタウイルスが同じか異

なるかを、泳動パターンをサーバーに送る

だけである程度判別可能となった。ハード

ルの高かったロタウイルスの全ゲノムセグ

メントを対象とした分子疫学の底上げにつ

ながる。また、今まで検出不可能であった

食中毒事件の原因に成り得る 群ロタウイ

ルスの検出と鑑別にも対応可能な本システ

ムの有用性は高い。

健康危険情報

特記事項なし

研究発表

誌上発表

 

 泉谷秀昌、石原朋子、伊豫田淳、大西

真： 年に分離された腸管出血性大

腸菌 、 および 株の 解析

について。 、第 巻、 、

年 月

 

－ 9－



 泉谷秀昌、黒木俊郎、林賢一、齊藤志

保子、八柳潤、今野貴之、大西真：

株の解析。日本感染症学

雑誌、第 巻、 、 年

 泉谷秀昌、石原朋子、伊豫田淳、大西

真： 年に分離された腸管出血性大

腸菌 、 および 株の 解析

について。 、第 巻、 、

年 月

 泉谷秀昌、石原朋子、李謙一、伊豫田

淳、大西真： 年に分離された腸管

出血性大腸菌 、 および 株の

法による解析。 、第 巻、

、 年 月

 石原朋子、伊豫田淳、泉谷秀昌、大西

真：腸管出血性大腸菌

広域感染事例の分

子疫学解析、 年。 、第 巻、

、 年 月

 李謙一、石原朋子、泉谷秀昌、伊豫田

淳、大西真：全ゲノム配列解析を用い

た腸管出血性大腸菌の分子疫学解析。

化学療法の領域、第 巻第 号、

、 年 月

 市川健介、小西典子、甲斐明美他：生

サラダが原因と推定されたチフス菌に

よる食中毒事例―東京都、 、第

巻、 、

 

 

 

 

 

－ 10 －



 

Kurogi M, Kimata K, Maeda E, Piérard 

O26 : H11 with recent and repeated 

 四宮博人 勢戸和子 川瀬遵 有川健

太郎 船渡川圭次 鈴木匡弘 久保田

寛顕 調恒明 地方衛生研究所におけ

る細菌学的検査・研究の最新事情 日

本細菌学雑誌

 勢戸和子 原田哲也 田口真澄 河原

隆二 久米田裕子 田邉純子 福田弘

美 中村寛海 松原弘明 泉谷秀昌

近畿の飲食チェーン店で発生した食中

毒が疑われる腸管出血性大腸菌 事

例 病原微生物検出情報

 上野詩歩子、黒岩祥子、若松倫子、熊

本サチ子、永岡貴美子、長岡章次、寺

松孝二、畔野征子、梅崎みどり、吉田

まり子、松尾美智代、濱崎光宏、中山

志幸、世良暢之；保育所で発生した腸

管出血性大腸菌 ： による集団感

染事例 福岡県 病原微生物検出情報

 吉田弘、高橋雅輝、濱﨑光宏、山下育

孝、四宮博人、山下照夫、皆川洋子、

岸本剛、調恒明；エンテロウイルス検

査の信頼性確保について 病原微生物

検出情報

 

–

 

 

 

－ 11 －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 12 －



 

 

 

 

 

 

 

 

－ 13 －



 

 

 

 

 

 

 

 

－ 14 －



 

 

 
K, Park Y, Hall AJ, Vinjé J, Huang JC, 

 

 

学会発表等

 泉谷秀昌、石原朋子、李謙一、石嶋希、

伊豫田淳、大西真：腸管出血性大腸菌

の分子疫学解析について（血清群 、

、 を中心に）。第 回日本食

品微生物学会学術総会、 年 月、

神奈川県川崎市。

 石原朋子、伊豫田淳、泉谷秀昌、大西

真 ；最近の の発生動向について

衛生微生物技術協議会第 回研究会、

仙台、

 石原朋子、伊豫田淳、泉谷秀昌、大西

真 ； 年の 腸

管出血性大腸菌における分子疫学解析

第 回日本食品微生物学会学術総会、

東京、

 石原朋子、伊豫田淳、泉谷秀昌、李謙

一、大西真 ； 年における

広域 型の発生動向 第 回

腸管出血性大腸菌感染症研究会、富山、

 泉谷秀昌、石原朋子、李謙一、石嶋希、

伊豫田淳、大西真： 年における腸

管出血性大腸菌 ・ ・ の分

－ 15 －



子疫学解析。第 回日本食品微生物学

会学術総会、 年 月、東京都。

 泉谷秀昌 腸管出血性大腸菌の 解

析。平成 年度希少感染症診断技術研

修会、 年 月、東京都。

 泉谷秀昌、李謙一、石嶋希、伊豫田淳、

大西真： 年における腸管出血性大

腸菌 ・ ・ の分子疫学解析。

第 回日本食品微生物学会学術総会、

年 月、徳島県徳島市。

 泉谷秀昌：腸管出血性大腸菌の 解

析について。平成 年度 地域保健総

合推進事業 腸管出血性大腸菌 技

術研修会、 年 月、東京都。

 関口真紀、笠原ひとみ、粕尾しず子、

中沢春幸：知的障害者施設においてイ

ンフルエンザウイルスおよび肺炎球菌

による重複感染が認められた集団事例、

第 回地方衛生研究所全国協議会関

東甲信静支部細菌研究部会、 年

月、静岡県

 松下明子、倉園貴至、砂押克彦、青木

敦子： 年に発生した腸管出血性大

腸菌 について、第 回地方衛生研

究所全国協議会関東甲信静支部細菌研

究部会、 年 月、静岡県

 平井晋一朗、横山栄二：腸管出血性大

腸菌 の 及び にお

ける 産生性の比較、第 回 腸管

出血性大腸菌感染症研究会、平成 年

月、富山県

 平井晋一郎、横山栄二、涌井拓、石毛

太一郎、中村正樹、蜂巣友嗣、遠藤幸

男、村上覚史：腸管出血性大腸菌

の における高病原性菌株

について．第 回 日本食品微生物学

会学術総会（ ）

 小西典子，畠山薫，原田幸子，神門幸

大，尾畑浩魅，赤瀬悟，森功次，門間

千枝，平井昭彦，甲斐明美，貞升健志：

遡り調査で明らかとなった 産生

による集団事例

と散発事例からの検出状況，第 回腸

管出血性大腸菌感染症研究会， ，

鹿児島県

 勢戸和子 河原隆二 原田哲也 田口

真澄 流行株探知のための

近畿 データベース活用状況 第 回

腸管出血性大腸菌感染症研究会（

年 月 東京）

 勢戸和子 原田哲也 田口真澄 伊豫

田淳 の検査法ー大阪

府公衛研の経験を中心にー 第 回

腸管出血性大腸菌感染症研究会（

年 月 富山）

 田口真澄 河原隆二 原田哲也 勢戸

和子 腸管出血性大腸菌の薬剤耐性動

向 第 回腸管出血性大腸菌感染症

研究会（ 年 月 富山）

 勢戸和子 原田哲也 若林友騎 伊豫

田淳 選択分離培地の検討

第 回腸管出血性大腸菌感染症研究

会（ 年 月 鹿児島）

 

、

－ 16 －



 濱﨑光宏、市原祥子、中山志幸、世良

暢之、吉田弘；環境水中の腸管系ウイ

ルス量と感染症発生動向調査事業にお

ける患者報告数との関連について 第

回日本公衆衛生学会総会（ 年

月 鹿児島県）

 吉田弘、滝澤剛則、小澤広規、高橋雅

輝、筒井理華、中田恵子、濱﨑光宏、

世良暢之、堀田千恵美；環境サーベイ

ランスによるポリオウイルス検出時の

課題 第 回日本公衆衛生学会総会

（ 年 月 鹿児島県）

 江藤良樹、重村洋明、世良暢之；原因

不明食中毒疑い事例の患者糞便からの

多殻目粘液胞子虫遺伝子の検出状況に

ついて 第 回日本食品微生物学会

学術総会（ 年 月 徳島県）

 カール由起、重村洋明、中山志幸、村

上光一、世良暢之；肉用鶏、鶏肉及び

ヒ ト か ら 分 離 し た

の薬剤耐性状況について 第

回日本カンピロバクター研究会総会

（ 年 月 宮崎県）

 濱崎光宏、中山志幸、世良暢之、上野

詩歩子、梅崎みどり； 保育所で発生し

た腸管出血性大腸菌 ： による集

団感染事例 福岡県 第 回日本細菌

学会総会（ 年 月 福岡県）

 江藤良樹、濱﨑光宏、世良暢之；福岡

県で分離された稀な血清型の志賀毒素

産生性大腸菌が保有する志賀毒素遺伝

子の亜型について 第 回日本細菌

学会総会（ 年 月 福岡県）

 カール由起、重村洋明、中山志幸、大

石明、村上光一、世良暢之；福岡県に

おける鶏肉及びヒトから分離した

の薬剤耐性状況

について 第 回日本細菌学会総会

（ 年 月 福岡県）

知的財産権の出願・登録状況

特許取得

なし

実用新案登録

なし

その他

腸管出血性大腸菌

エキストラバンド集（ 年 月作成）
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